


株
主
の
皆
さ
ま
に
は
、
平
素
よ
り
格
別
の
ご
高
配
を
賜
り
厚
く
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

私
か
ら
、
平
成
二
十
年
度
中
間
期
の
業
績
お
よ
び
グ
ル
ー
プ
の
現
況
な
ど
を
ご
説
明
い
た
し
ま
す
。

平
成
二
十
年
度
中
間
期
の
業
績
　

　
平
成
二
十
年
度
中
間
期
の
連
結
中
間
純
利
益
は
、
前
中
間

期
比
約
千
六
百
億
円
減
少
し
、
九
百
二
十
億
円
と
な
り
ま
し

た
。
こ
れ
は
、
世
界
的
な
金
融
危
機
の
深
刻
化
に
よ
る
内
外
金

融
市
場
の
混
乱
に
伴
い
、
運
用
商
品
販
売
収
益
や
デ
リ
バ
テ
ィ

ブ
販
売
収
益
、
市
場
関
連
収
益
が
減
少
し
た
こ
と
な
ど
が
主

な
要
因
で
す
。
ま
た
、
お
取
引
先
企
業
の
業
績
悪
化
に
伴
う

与
信
関
係
費
用
の
増
加
や
、
株
式
相
場
の
下
落
に
伴
う
一
部

保
有
株
式
の
減
損
発
生
も
減
益
の
要
因
と
な
り
ま
し
た
。

　
不
良
債
権
比
率
は
、
平
成
十
九
年
度
末
比
微
増
の
１
・
28
%

と
な
り
ま
し
た
。
自
己
資
本
比
率
は
10
・
55
%
と
な
り
、
平
成

十
九
年
度
末
比
で
は
、
若
干
低
下
し
ま
し
た
が
、
引
き
続
き

健
全
な
財
務
基
盤
を
維
持
し
て
お
り
ま
す
。

グ
ル
ー
プ
発
足
三
周
年

　
本
年
十
月
に
、
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
グ
ル
ー
プ
は
、
発
足
か
ら
三
周

年
を
迎
え
ま
し
た
。
こ
の
三
年
間
で
、
銀
行
、
信
託
、
証

券
、
カ
ー
ド
、
リ
ー
ス
を
は
じ
め
、
消
費
者
金
融
、
資
産
運

用
な
ど
主
要
金
融
分
野
で
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス
の
実
績
を
誇
る
、

本
格
的
な
総
合
金
融
グ
ル
ー
プ
と
し
て
の
態
勢
づ
く
り
を
着

実
に
進
め
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　
ま
た
、
新
シ
ス
テ
ム
へ
の
移
行
や
内
部
管
理
態
勢
の
充
実

な
ど
基
礎
固
め
に
も
注
力
し
て
ま
い
り
ま
し
た
。
皆
さ
ま
の

ご
理
解
・
ご
協
力
も
賜
り
、
傘
下
の
三
菱
東
京
Ｕ
Ｆ
Ｊ
銀
行

で
は
、
こ
の
十
二
月
で
、
い
よ
い
よ
全
店
が
新
シ
ス
テ
ム
に

移
行
す
る
見
込
み
で
す
。

新
た
な
ス
テ
ー
ジ
へ

　
新
シ
ス
テ
ム
へ
の
移
行
完
了
を
契
機
に
、
合
理
化
効
果
を

本
格
的
に
実
現
す
る
と
と
も
に
、
よ
り
質
の
高
い
商
品
や
サ
ー

ビ
ス
を
お
客
さ
ま
に
ご
提
供
し
て
ま
い
り
ま
す
。

　
ま
た
、
グ
ル
ー
プ
総
合
力
を
一
段
と
強
化
し
、
世
界
規
模

で
の
成
長
戦
略
を
展
開
す
る
こ
と
で
、
株
主
の
皆
さ
ま
の
ご



1

期
待
に
お
応
え
す
る
所
存
で
す
。
米
国
銀
行
持
株
会
社
ユ
ニ

オ
ン
バ
ン
カ
ル
・
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
完
全
子
会
社
化
や

モ
ル
ガ
ン
・
ス
タ
ン
レ
ー
と
の
戦
略
的
資
本
提
携
な
ど
は
、

そ
の
布
石
と
な
る
も
の
で
す
。

資
本
の
増
強

　
米
国
発
の
金
融
危
機
は
、
海
外
の
経
済
や
金
融
資
本
市
場

の
み
な
ら
ず
、
わ
が
国
の
実
体
経
済
に
も
そ
の
影
響
が
及
ん

で
き
て
お
り
、
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
グ
ル
ー
プ
を
取
り
巻
く
環
境
は
、

引
き
続
き
予
断
を
許
さ
な
い
状
況
が
続
き
ま
す
。
こ
う
し
た

な
か
、
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
は
、
平
成
二
十
年
十
月
、
資
本
増
強
の
実

施
を
発
表
い
た
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
財
務
基
盤
の
一
層
の

安
定
化
を
図
る
と
と
も
に
、
こ
の
タ
イ
ミ
ン
グ
を
と
ら
え
、

さ
ら
な
る
企
業
成
長
を
実
現
す
る
た
め
の
も
の
で
す
。

　
今
後
と
も
、
企
業
価
値
向
上
に
向
け
て
役
職
員
一
同
、
力

を
合
わ
せ
て
邁
進
し
て
ま
い
り
ま
す
の
で
、
株
主
の
皆
さ
ま

に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
ま
す
ま
す
ご
支
援
の
ほ
ど
よ
ろ
し
く

お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

平
成
二
十
年
十
二
月

株
式
会
社
三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
・
グ
ル
ー
プ

取
締
役
社
長

株主の皆さまへ
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決算のポイント

〈損益の状況〉

連結粗利益は、世界的な金融市場の混乱の影響などから、運用商品やデリバティブ

販売収益が減少し、前年同期比1,003億円減少の1兆6,965億円となりました。

営業費は、システム統合関連の経費等を主因に前年同期比112億円増加し、1兆727億

円となりました。その結果、連結業務純益は前年同期比1,116億円減少し6,238億円と

なりました。

与信関係費用は、内外の景気減速・企業業績の悪化を反映し、前年同期比674億円増

加の3,349億円となりました。また、株式等関係損益は、株価下落に伴う1,452億円の

減損計上を主因に、前年同期比1,297億円減少し752億円の損失となりました。

以上の結果、連結中間純利益は、前年同期比1,646億円減少の920億円となりました。

● 連結中間純利益は、連結粗利益の減少や与信関係費用の増加、保有株式の減

損の発生を主因に、前年同期比1,646億円減少の920億円

● 不良債権比率は、平成19年度末比微増の1.28％。連結自己資本比率は、10.55％

となり、引き続き健全な財務基盤を維持

● サブプライム関連商品を含む証券化商品などへの投資に伴う損失は約410億円

（注）業績説明に使用している計数は、各々単位未満を切り捨てて表示しています。 従って、表中のある項目の計数と他の項
　　目を加減計算した結果とが一致しないことや、説明文中の増減数値とグラフ・表中の計数を加減計算した結果とが一
　　致しないことがあります。
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平成20年度中間期の業績について

〈貸出金・預金の状況〉

〈不良債権残高・比率の状況〉

貸出金は、海外貸出の増加を主因に、

平成19年度末比1.9兆円増加し、90.4

兆円となりました。預金は、国内法人

預金や海外店預金の減少が、国内個人

預金の増加を上回り、平成19年度末

比1.5兆円減少の119.7兆円となりま

した。

不良債権残高＊は、景気減速・企業業

績悪化に伴うお取引先企業の格付低下

などにより、平成19年度末比0.15兆円

増加の1.21兆円となりました。不良債

権比率＊も、平成19年度末比0.13ポイ

ント上昇の1.28%となりました。

＊三菱東京UFJ銀行と三菱UFJ信託銀行の単体合算

〈有価証券含み損益の状況〉

株式市場の急落を受け、国内株式の含

み益が減少するとともに、証券化商品

などの含み損が拡大した結果、有価証

券の含み損益合計（その他有価証券評

価差額）は、平成19年度末比約1兆円

減少し、ほぼゼロとなりました。
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証券化商品等への投資状況

Q. 米国低所得者向け不動産貸出（サブプライムローン）関連商品をはじめとする証
券化商品等への投資状況や損益への影響額について教えてください。 

A.  平成20年9月末の証券化商品等への投資残高は、平成19年度末比2,010億円減
少の約3.12兆円となりました。  減少は主に売却・償還によるもので、原通貨ベー
スの残高も減少しています。  評価損は、合計で5,010億円となり、平成19年度末
比1,830億円増加しました。

      平成20年度中間期の損益は、住宅ローン証券化商品の売却損を中心に、約410億
円の損失となりました。

      なお、証券化商品等の投資残高の81％はトリプルA格が占めるなど、引き続き質
の高いポートフォリオを維持しています。

Q. 米連邦抵当金庫（ファニーメイ）や米連邦住宅貸付抵当公社（フレディマック）等
の米国機関が発行する債券や株式の保有状況を教えてください。 

A.  当社では、米連邦抵当金庫（ファニーメイ）、米連邦住宅貸付抵当公社（フレディマッ
ク）、米政府抵当金庫（ジニーメイ）が組成・保証する住宅ローン証券化商品（一般に
「モーゲージ債」といわれています）を外貨資金運用の一環として保有しています。

        これらモーゲージ債の平成20年9月末時点の保有残高は合計で2.8兆円、評価損は
330億円となっています。そのほか、上記3機関および米連邦住宅貸付銀行（フェ
デラルホームローンバンク）が自ら発行する債券も1,170億円保有しています。
これら機関は設立の経緯等から政府支援機関（GSE：Government Sponsored 
Enterprises）と呼ばれていますが、米政府からの強い支援の姿勢も明確にされており、
これら証券の安全性は高いものと考えています。

〈連結自己資本比率の状況〉

連結自己資本比率は、海外貸出等の増

加によるリスクアセットの増加や有

価証券含み益の減少等により、平成

19年度末比0.64ポイント低下し

10.55%となりました。Tier1比率は

0.02ポイント改善し7.63%となりま

した。
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平成20年度中間期の業績について

00

平成19年度末連結自己資本比率の状況（第一基準） 平成20年度中間期末
自己資本比率

Tier1比率

自己資本

Tier1

総所要自己資本額

平成19年度末 平成20年度中間期末
1,929,931

885,388
408,516

1,833,934
1,213,073

95,997

△ 2,674与信関係費用総額（△は費用）
（信託勘定償却＋一般貸倒引当金繰入＋与信関係費用）

連結粗利益（信託勘定償却前）

うち資金利益

うち役務取引等利益

営業費

連結業務純益
（一般貸倒引当金繰入・信託勘定償却前）

臨時損益（△は費用）

うち与信関係費用

うち株式等関係損益

経常利益

特別損益（△は損失）

うち償却債権取立益

うち子会社株式売却益

うちシステム統合に係る費用

うち減損損失

うち構造改革損失引当金繰入額

法人税等＋法人税等調整額

少数株主利益（△は損失）

連結中間純利益

17,968
9,667
5,471

10,614

7,354

△ 2,359

△ 2,655
544

4,975

△ 478
203
－
－

△ 114

△ 596
1,934

△ 4
2,567

資産の部

うち貸出金

うち有価証券

負債の部

うち預金

純資産の部

平成19年度中間期 平成20年度中間期

11.19%
7.60%

122,158
82,937
87,260

1,940,242
904,451
386,713

1,849,816
1,197,983

90,426

△ 3,349

16,965
9,705
5,050

10,727

6,238

△ 4,466

△ 3,459

△ 752
1,881

6
143
328

△ 471

△ 48

△ 1
476
491
920

10.55%
7.63%

115,902
83,804
87,831



■
約
七
十
八
億
米
ド
ル
相
当
の
転
換
型
優
先
株
式

　（
配
当
利
回
り
10
%
）

■
約
十
二
億
米
ド
ル
相
当
の
償
還
型
優
先
株
式

　（
配
当
利
回
り
10
%
）

■
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
は
出
資
比
率
20
%
を
維
持
す
る
権
利
を
有

す
る
ほ
か
、出
資
比
率
10
%
以
上
を
維
持
す
る
限
り
に

お
い
て
、取
締
役
一
名
を
派
遣
す
る
権
利
を
有
す
る
。
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三
菱
東
京
U
F
J
銀
行
、
三
菱

U
F
J
信
託
銀
行
、三
菱
U
F
J
証

券
、お
よ
び
三
菱
U
F
J
環
境
財
団

は
、日
本
ユ
ネ
ス
コ
協
会
連
盟
と
共
同

で
、環
境
教
育
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト「
守
ろ

う
地
球
の
た
か
ら
も
の
」を
平
成
二

十
年
度
に
開
始
し
ま
し
た
。

　
こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、自
然
環
境

や
文
化
財
を
、
人
類
共
通
の„
た
か
ら

も
の“
と
し
て
未
来
へ
引
き
継
い
で
い

く
た
め
の
取
り
組
み
で
す
。子
ど
も
た

ち
が
身
近
な
自
然
を
通
じ
て
、環
境
問

題
を
は
じ
め
と
す
る
世
界
規
模
の
課

題
に
関
心
を
寄
せ
、持
続
可
能
な
社
会

に
対
す
る
感
性
を
は
ぐ
く
む
こ
と
が

で
き
る
よ
う
に「
学
び
」「
気
づ
き
」「
行

社
会
と
と
も
に

環
境
教
育
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト「
守
ろ
う
地
球
の
た
か
ら
も
の
」

M
U
F
G
グ
ル
ー
プ
は
、社
会
貢
献
活
動
の
重
点
領
域
と
し
て
、「
地
球
環
境
問
題
へ
の
対
応
」と「
次
世
代
社
会
の

担
い
手
育
成
」に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。そ
の
一
例
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

「守ろう地球のたからもの」専用ホームページ
http://www.unesco-esd.jp/index.html
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社会とともに

　
M
U
F
G
グ
ル
ー
プ
は
、＊
財
団
法

人
オ
イ
ス
カ
と
協
働
で
「
ア
ジ
ア
地
域

の
次
世
代
担
い
手
研
修
」
を
平
成
二
十

年
度
か
ら
始
め
ま
し
た
。

　
こ
の
研
修
は
、
ア
ジ
ア
の
開
発
途
上

国
の
若
者
た
ち
を
福
岡
市
内
に
あ
る
財

団
法
人
オ
イ
ス
カ
の
研
修
所
に
迎
え
入

れ
、一
年
間
、組
織
経
営
や
環
境
保
全
型

の
有
機
農
業
技
術
を
学
ん
で
も
ら
お
う

と
い
う
も
の
で
す
。M
U
F
G
グ
ル
ー

プ
で
は
、
こ
の
研
修
の
卒
業
生
た
ち
に
、

自
国
の
リ
ー
ダ
ー
と
し

て
、
ア
ジ
ア
の
発
展
や
環

境
保
全
分
野
で
の
活
躍
を

期
待
し
て
い
ま
す
。

　
初
年
度
と
な
る
今
回

は
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
、
イ
ン

ド
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
、
モ
ン
ゴ

ル
、
パ
プ
ア
ニ
ュ
ー
ギ
ニ

ア
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
な
ど
か

ら
計
十
名
を
迎
え
て
実
施

し
て
い
ま
す
。

　
平
成
二
十
年
十
一
月
に
は
、M
U
F
G

グ
ル
ー
プ
の
従
業
員
が
研
修
施
設
を
訪

問
し
、
研
修
生
と
こ
れ
ま
で
の
研
修
成

果
に
つ
い
て
話
し
合
い
、
交
流
を
深
め

ま
し
た
。

　
今
後
、
本
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
一
層
充
実

さ
せ
て
い
き
ま
す
。

＊
財
団
法
人
オ
イ
ス
カ:

昭
和
四
十
四
年
設
立
の
国

際
N
G
O
（
非
営
利
組
織
）。主
に
ア
ジ
ア
・
太
平
洋

地
域
で
農
村
開
発
や
環
境
保
全
活
動
を
展
開
し
て

い
ま
す
。

「
ア
ジ
ア
地
域
の
次
世
代
担
い
手
研
修
」を
ス
タ
ー
ト

動
」の
観
点
か
ら
活
動
し
て
い
ま
す
。

　
こ
の
一
環
と
し
て
、幼
児
向
け
環
境

教
育
絵
本「
サ
ク
ラ
ソ
ウ
の
ひ
み
つ
」

を
制
作
し
、ご
希
望
に
応
じ
て
全
国
の

保
育
園
、幼
稚
園
、小
学
校
に
配
布
し

て
い
ま
す
。ま
た
、平
成
二
十
年
五
月

と
十
月
に
、世
界
自
然
遺
産「
白
神
山

地
」周
辺
地
域
に
お
い
て
、M
U
F
G

グ
ル
ー
プ
の
従
業
員
と
地
元
の
方
々
で

植
樹
活
動
を
行
い
ま
し
た
。今
後
も
新

た
な
環
境
教
育
教
材
の
提
供
や
植
樹

活
動
な
ど
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。
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日頃ご支援いただいております株主の皆さまを対象に、第二回「株主セミナー」を
大阪・名古屋で開催いたします。皆さまのご応募を心よりお待ち申し上げております。

MUFG 株主セミナー 開催のお知らせ

お問い合わせ先：株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 　株主セミナー係

電話：03（3240）8111（代）

応募方法  　同封の「MUFG株主セミナーご参加申込書」に必要事項をご記入の上、ご投函く
ださい。

締め切り 平成 20 年 12 月 31 日（水）消印有効
 ご記入要領

1.ご希望の開催日・場所をご選択ください（いずれか一方をお選びください）。
2.株主さまのご住所、お名前、株主番号（「配当金領収証」または「配当金計算書」の住所氏名
の下段 8桁の番号）をご記入ください。

3.ご同伴者がある場合、そのご住所、お名前をご記入ください。
4.個人情報保護シールをはがし、折り曲げてしっかりと貼り付けてご投函ください。
応募多数の場合、抽選方式を採用いたしますのであらかじめご了承ください。
厳正な抽選の上、当選された株主さまには平成 21 年 1 月中旬頃にご招待状をお送りいたします。

 応募要領

（ご注意）
1. 当日の受付時刻および集合場所等の詳細につきましては、当選された株主さまに別途ご案内いたします。
2. 参加費は無料ですが、開催場所までの往復の交通費は各自でご負担いただきます。
3. 応募時に必要事項の記入漏れがあった場合には、無効となる可能性がございます。
4. やむを得ない理由で中止や内容変更となる場合がございます。

   ［大　阪］  平成21年2月2日（月）  13:30～15:00頃
   ［大　阪］  三菱東京UFJ銀行内会議室（大阪市内）

  ［名古屋］  平成21年2月5日（木） 14:00～15:30頃
   ［名古屋］  三菱東京UFJ銀行内会議室（名古屋市内）

  講演テーマ
  「内外の金融・経済を展望する」（仮題）

  講師
  三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社
  調査部長　五十嵐 敬喜氏

　　　　　 平成20年9月末時点で当社株式を100株以上お持ちの株主さま
  （ご同伴者1名さままで可）

　　 各100名さま（ご同伴者含む）

 開催概要

内　　容

募集対象者

募 集 人 数

開催日時・場所



MUFGのホームページに、会社紹介コンテンツを新たに
掲載しました
このコンテンツでは、Person in Presentation という新しい技術を活用し、ホーム

ページや個人投資家セミナーなどで株主や投資家の皆さまからよくいただくご質問

に、Q&A方式で回答しています。

ぜひ一度ご覧ください。

「ご優待サービスご利用ガイド 2009」の送付について

平成20年9月30日時点の当社株主名簿（または実質株主名簿）に、100 株以上お持ちと

記載された株主の皆さまを対象に、「ご優待サービスご利用ガイド 2009」を、12月16 日

以降、年末までにお届けする予定です。

「ご優待サービスご利用ガイド 2009」には、「オリ

ジナルグッズお申し込み専用ハガキ」「ご優待クー

ポン券＊」が同封されていますので、ご確認をお願

いいたします。

＊「ご優待クーポン券」は 500 株以上の株主さまを対象にお送りします。

優待制度の詳細につきましては、当社ホームペー

ジでもご紹介していますので、ぜひご覧ください。

http://www.mufg.jp/investors/programs/

http://www.mufg.jp/investors/about_more_mufg/

法人株主さま用 個人株主さま用
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